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比率名

算　式

事業活動収支差額比率

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入

基本金組入後収支比率

事業活動支出

事業活動収入－基本金組入額

学生生徒等納付金比率

学生生徒等納付金

経常収入

人件費比率

人件費

経常収入

教育研究経費比率

教育研究経費

経常収入

管理経費比率

管理経費

経常収入

　　　　　　　経常収入＝教育活動収入計＋教育活動外収入計　　経常支出＝教育活動支出計＋教育活動外支出計

比率名

算　式

流動比率

流動資産

流動負債

負債比率

総負債

純資産

純資産構成比率

純資産

負債＋純資産

基本金比率

基本金

基本金要組入額

92.5%

99.9%

28年度

8.0%

116.7%

65.6%

53.3%

31.6%

7.3%

28年度

286.8%

比　率　の　意　味

(3)主な財務比率比較

事業活動収支計算書関係比率

貸借対照表関係比率

26年度 27年度 29年度 評価

高い値

が良い
35.8%31.7%32.4%29.9%

低い値

が良い
59.5%56.4%53.8%

どちら
とも言

えない

68.9%69.6%

比　率　の　意　味

評価29年度27年度26年度25年度

高い値

が良い
99.9%99.9%99.8%99.6%

高い値
が良い

91.4%92.3%92.6%90.9%

9.8%

高い値

が良い
278.0%255.6%352.2%314.2%

25年度

低い値
が良い

8.0%7.5%7.3%7.2%

8.0%

-3.5%5.4%7.3%

低い値
が良い

事業活動収入から基本金組入額を控除した額
に対する事業活動支出の割合。この比率が

100％を超えると赤字、100％未満であると黒
字となり、一般的に収支が均衡する100％前後

が望ましい。

流動負債に対する流動資産の割合。一年以
内に支払うべき流動負債に対して、現預金又

は一年以内に現金化が可能な流動資産がど
の程度用意されているか、短期的な支払い能
力を判断する指標である。

他人資金と自己資金との比率。他人資金が自

己資金を上回っていないかどうかを見る指標
で、100％以下で低い方が望ましい。

低い値
が良い

9.0%8.2%8.0%

管理経費の経常収入に対する割合。学校法

人の運営のためにはある程度の経費の支出は
やむをえないが比率としては低い方がよい。

115.2%117.8%119.5%

基本金組入前当年度収支差額の事業活動収
入に対する割合。この比率がプラスで大きくな

るほど自己資金は充実されている事となり、経
営に余裕があるとみなすことができる。

学生生徒等納付金の経常収入に占める割

合。学生生徒等納付金は学校法人の経常収
入の中で最大の比重を占めており、第三者の

意向に左右されない自己財源であるため、安
定的に推移することが望ましい。

人件費の経常収入に対する割合。人件費は
経常支出の中で最大の部分を占めるため、こ

の比率が特に高くなると、経常支出全体を大き
く膨張させ経常収支の悪化を招きやすい。

教育研究経費の経常収入に対する割合。経

常収支の均衡を失しない限り高い比率が望ま
しい。

55.1%

97.7%

72.6%70.1%

純資産の総資産（＝負債＋純資産）に占める

割合。この比率は、学校法人の資金の調達源
泉を分析するための指標で、高いほど財政的

に安定していることを示している。

基本金組入対象資産額である要組入額に対
する組入済基本金の割合。100％に近いほど

未組入額が少ない事を示す。

9.9%
高い値

が良い

 


